
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①一人ひとりの教育的 

ニーズに応じた支援の充実 

②相談・支援しやすい 

    体制づくり 

③特別支援教育力の向上 

と切れ目ない支援の充実 

第2次山形市特別支援教育推進計画 概要版
令和 ６年 ２月
山形市教育委員会

計画の策定にあたって 基本的な方針

(1) 特別な支援が必要な児童生徒数・学級数の増加
・より多くの児童生徒に適切な支援を行う必要がある
→ 支援体制の充実が必要

基本理念及び３つの基本方針のもとに、６つの施策を展開し、具体的な取り組み
を実施していきます。

現状と課題

策定の趣旨
山形市では、平成24年度に山形市特別支援教育推進

計画を策定し、特別支援教育体制の充実に係る各種施
策に取り組んできました。
しかし、特別支援学級の在籍児童生徒数や、通常学

級に在籍しながら個別支援を必要とする児童生徒数の
増加、児童生徒・保護者の教育的ニーズの多様化への
対応など、新たな課題が見えてきました。
また、共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育

システム構築のため、合理的配慮の充実など、すべて
の教員に今まで以上の専門性が求められるとともに、
障がいに関わる近年の様々な法改正など、特別支援教
育を取り巻く環境は大きく変化しています。
これらを踏まえ、山形市における特別支援教育をさ

らに総合的・計画的に推進していくため、本計画を策
定します。

計画の位置づけ
本計画は、「山形市発展計画２０２５」、「山形

市教育大綱」及び「山形市教育振興基本計画」に基
づき、特別支援教育支援事業を具体的に進めるため
の実行計画として位置づけます。

計画の期間
本計画は、令和６年度から令和１０年度までの５

年間とします。
ただし、児童生徒の状況変化や国や山形県の動向、

関連計画の変更等を注視しながら、適宜計画の見直
しを図っていきます。

【特別支援学級在籍児童と学級数（小学校）】 

年度 平 30 令元 令 2 令 3 令４ 

在籍児童数 310 324 325 378 435 

特別支援学級数 87 87 92 95 106 

全児童数 12,008 11,855 11,510 11,241 11,061 

 
【特別支援学級在籍生徒と学級数（中学校）】 

年度 平 30 令元 令 2 令 3 令４ 

在籍生徒数 118 125 136 135 161 

特別支援学級数 33 35 36 36 41 

全生徒数 6,028 5,522 5,908 5,861 5,820 

 

施策１ 一人ひとりの教育的ニーズに応じた支援の充実

施策２ 個に応じた教育環境の整備

施策３ 特別支援教育拠点の整備による相談・支援機能の充実

施策４ 学校における支援体制の整備

施策５ 教職員の特別支援教育力の向上

施策６ 関係機関の連携等による切れ目ない支援の充実

基本方針

(5) 人材の養成・確保と業務の効率化
・経験豊富な先生が減少している
・専門家の学校巡回相談のニーズに十分対応できていない
・個に応じた授業準備や、個別の教育支援計画等作成等
を適切に行う必要がある
→ 指導力のある教員の養成・確保や、業務の効率化が必要

(6) 多様な教育的ニーズへの受け入れ環境の整備
・校内環境のバリアフリー化や、LD等の児童生徒、医療的ケア
児など多様な教育的ニーズが増加している
→ ニーズに対応する環境の整備が必要

(7) 障がいへの理解の促進と共生社会づくりの促進
・障がいや合理的配慮などへの理解と協力が求められる

→ 周囲の人の理解を深めながら、インクルーシブ教育を
推進していく必要がある

(2) 就学や在籍に係る相談件数の増加
・相談の日程調整等が難しくなっている
→ 早期に相談できる体制の充実が必要

(3) 相談内容の多様化
・就学や在籍に係る教育支援相談の内容が年々
多様化・複雑化している
→ 体制の整備や関係機関の連携が必要

(4) 就学に係る教育支援相談の利便性の向上
・教育支援相談の窓口と相談場所が異なり、
保護者に負担をかけている
→ 保護者の利便性の向上が必要

特別支援教育を取り巻く環境や、教育的ニーズの変化などにより、様々な課題等が見えてきています。

基本理念

将来の自立と社会参加に向けて、すべての子どもたちが持てる可能性を
伸ばし、安心してのびのびと学ぶことができる教育環境づくり

計画の推進体制
市立小中学校はもとより、市の関係各課及び、医療・福祉を
はじめとする関係機関との連携を図りながら取り組みを進め、
切れ目ない支援の充実を目指します。

PDCAサイクルを使った
計画の推進
当計画を着実に推進して

いくため、データに基づき、
PDCAサイクルを活用して評
価と見直しを行い、迅速な対
応が求められる事案にも対
応していきます。目標値の達
成状況を検証するため、毎年
指標の実績を把握し、適切
な進行管理を図ります。また、
国や県の動向を注視し、新た
な情報を積極的に取り入れ、
随時必要な見直しを行って
いきます。

計画の推進にあたって

施 策 (裏面をご覧ください。)

 

 

 

          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関係各課 

 

 

 

高校          

県立特別支援学校    

就労先 

 

山形市立小中学校 

・校内教育支援委員会 

・特別支援教育コーディネーター 

・特別支援指導員 

・教育支援相談員 

 

児童発達支援センター 

児童発達支援事業所 

 

児童相談所 

放課後児童クラブ 

放課後等デイサービス 

事業所   

  

 幼稚園・保育園 

医療機関 

                                   山形市 
                                               山形市教育委員会 

（子育て、福祉、医療等）            総合学習センター     学校教育課 

                                       特別支援教育相談員   市巡回相談員 

山形県医療的ケア児等

支援センター 

 

こども医療療育 

センター 



施策１：一人ひとりの教育的ニーズに応じた支援の充実 令和５年 令和６年 令和７年 令和８年 令和９年 令和10年

1．１　個別の教育支援計画・個別の指導計画の作成・実施【継続】

1．２　適切な在籍相談や進路相談の充実【継続】

１．３　交流及び共同学習の推進【継続】

１．４　ICT教育環境の整備と利活用【拡充】

施策２：個に応じた教育環境の整備

２．１　校内環境のバリアフリー化【継続】

２．２　まなびの教室（LD等通級指導教室）の設置【継続】

２．3　言語通級指導教室における指導【継続】

２．４　幼児ことばの教室における指導【継続】

２．5　医療的ケア児の受け入れ体制整備【新規】

２．６　通学への支援【継続】

施策３：特別支援教育拠点の整備による相談・支援機能の充実

３．１　就学相談窓口の集約整備による利便性の向上【新規】

３．２　ICT等を活用したより相談しやすい環境の整備【継続】

３．３　特別支援教育相談員の配置【拡充】

３．４　有資格者（臨床心理士・公認心理師等）の配置【新規】

施策４：学校における支援体制の整備

４．1　校内教育支援委員会の設置・活用【継続】

４．2　特別支援コーディネーターの複数指名・活用【継続】

４．3　特別支援指導員の配置【拡充】

４．4　専門家による巡回相談の実施【拡充】

施策５：教職員の特別支援教育力の向上

５．１　教職員研修の充実【拡充】

５．２　学校への指導主事の訪問等における指導・助言【継続】

５．３　教育支援相談員の育成【継続】

施策６：関係機関の連携等による切れ目ない支援の充実

6．１　障がいへの理解と共生社会の重要性への理解の促進【継続】

６．2　幼保小中高校や特別支援学校との継続的な連携および進路支援【継続】

６．3　医療・福祉・保健との連携強化【拡充】

スケジュール

実情に応じた増員

３１校分増

特別支援教育ソフ
ト試験導入(10校)

全校導入(51校) 運用

体制の準備 令和６年度より受け入れ

継続

各種研修の計画・拡充実施

継続

継続

連携強化

令和７年度に２名増員４名配置

職員体制の整備、窓口・相談室増設

４０名配置

２０校

令和７年度に１名配置環境整備・活用研究

継続

基本理念
「将来の自立と社会参加に向けて、すべての子どもたちが持てる可能性を伸ばし、安心してのびのびと学ぶことができる教育環境づくり」
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計画を推進する個別施策

継続

継続

継続

電子黒板等整備 更なる整備と利活用

項目 現在値
R１０年度
目標

関わっている児童生
徒に対し、一人ひと
りの教育的ニーズ
に応じた支援を行え
ていると考える教員
の割合

７１％ ９０％以上

教育支援ソフト活用
による統一された様
式による「個別の教
育支援計画」「個別
の指導計画」の作
成割合

２６％ １００％

相談窓口の情報に
ついてわかりやす
かったと感じている
保護者の割合

― ９０％以上

特別支援教育に関
する相談が必要な
ときに、しやすい環
境にあると考える教
員の割合

９２％ １００％

自分自身の特別支
援教育力が、昨年
度と比較して向上し
ていると考える教員
の割合

７６％ ９０％以上

特別支援教育に関
して、学校と連携が
とれていると考える
放課後児童クラブ、
放課後等デイサー
ビス事業所の割合

６６％ ８０％以上

成果指標

計画の体系

※現在値：令和6年1月調査


